
事業群評価調書（令和５年度実施）

3-3 小川　秀文

3

⑤ 9,962,399

基準年 R3 R4 R5 R6 R7 最終目標（年度）

目標値① 0人 0人 0人 0人 0人
0人

（R7）

実績値②
0人

(R元）
3人 0人 進捗状況

達成率
②／①

0% 100% 順調

R3実績

R4実績

R5計画

756,065 255,804 ― 【活動指標】 1,000 108 10%

829,296 564,527 ― 3,500 4,380 125%

936,378 505,952 ― 1,000

【成果指標】 0 3 0%

0 0 100%

○ ― ○ 0

3,365 1,835 195 【活動指標】 32,300 32,176 99%

4,914 3,564 191 35,600 36,556 102%

0 0 0 37,000

【成果指標】 32,000 31,195 97%

35,000 31,805 90%

― ― ― 36,000

●事業の成果
・各市町への作成支援を積極的に進めており、
一部の市町で目標数には至らなかったものの、
全体としては順調に作成が進んでいる。
●事業群の目標達成への寄与
・本事業の実施により市町がスムーズにハザー
ドマップを作成・公表することができ、災害危険
箇所、避難場所を知ることで住民の避難に一定
寄与した。

○
土砂災害警戒区域等における土砂災
害防止対策の推進に関する法律第7
条・第9条

R3目標

R4目標

R5目標

R4実績

警戒区域の公表の増
加数（箇所）

R3実績

事業費　(単位:千円）

県の裁量
の余地が
ない事業

他の評価
対象事業

(公共、研究等)

指標（上段：活動指標、下段：成果指標）

主な指標

達成率

２．令和４年度取組実績（令和５年度新規・補正事業は参考記載）

事
業
番
号

取
組
項
目

中
核
事
業

人件費
(参考)

事業概要

令和４年度事業の実施状況
（令和５年度新規・補正事業は事業内容）

事業対象

　土砂災害が発生するおそれのある区域を明らかにし、危険の
周知、警戒避難体制の整備を推進するため、土砂災害防止法
に基づく基礎調査を行い土砂災害警戒区域等の指定を実施し
た。

土砂災害危険箇所

うち
一般財源

事業実施の根拠法令等

法令による
事業実施の
義務付け

土砂災害のおそれのある区域について危険の周知、警戒避難体制の整
備、一定の開発行為の制限などを目的として、R４年度末までに県内
33,140箇所の土砂災害警戒区域の指定を行った。

がけ崩れや土石流、地すべりによる土砂災害を防止するための法面や
砂防堰堤などの施設を整備することにより、令和４年度末までに54,569戸
を土砂災害から保全した。

事
業
群

事業期間

事務事業名

所管課(室)名

砂防基礎調査（公共）

―

砂防課

令和４年度事業の成果等

施 策 名 災害に強く、命を守る強靱な地域づくり 事 業 群 関 係 課 （ 室 ） 盛土対策室

事 業 群 名 防災・減災対策のための国土強靱化の推進④

基 本 戦 略 名 安全安心で快適な地域を創る 事業群主管所属・課(室)長名 土木部　砂防課

令 和 ４ 年 度 事 業 費 （ 千 円 ） 　※下記「２．令和４年度取組実績」の事業費（R4実績）の合計額

１．計画等概要

（長崎県総合計画チェンジ＆チャレンジ2025　本文） （取組項目）

近年、気候変動によって増加・激甚化している地震・大雨・台風・高潮などの自然災害に備え、災害に強い
県土づくりに向けて施設整備やソフト対策を積極的に進めます。それによって、事前防災・減災対策の充実
を図り、県民の安全・安心な暮らしと命を守ります。

ⅰ）土砂災害警戒区域等指定や避難対策の推進
ⅱ）土石流対策や地すべり対策、急傾斜地崩壊対策施設整備の推進

　　　　　　　　　　指　標 （進捗状況の分析）

土砂災害警戒区域内での死者数

●事業の成果
・土砂災害防止法に基づく基礎調査を実施し目
標とする土砂災害警戒区域数の設定・公表する
ことができた。
●事業群の目標達成への寄与
・警戒区域の設定および公表により、市町の避
難体制の整備、地域住民の避難に寄与した。

土砂災害危険箇所

土砂災害の発生するおそれがある土砂災害警戒区域におい
て、住民が早めの避難を行うことが出来るように、ハザードマッ
プ作成支援システムを構築し、市町が行うハザードマップの作成
の支援を実施した。

―

土砂災害警戒区域内
での死者数（人）

土砂法に基づく土砂
災害警戒区域のデー
タ登録数（箇所）

ハザードマップ作成
状況（箇所）

1

砂防課

2

ハザードマップ作成支援
システム事業

―

取組
項目
ⅰ



4,582,306 25,021 ― 【活動指標】 29 29 100%

1,520,179 53,791 ― 30 30 100%

1,999,715 12,782 ― 32

【成果指標】 0 0 100%

0 0 100%

○ ― ○ 0

1,072,479 17,413 ― 【活動指標】 24 29 120%

1,260,273 30,538 ― 29 29 100%

1,485,795 5,971 ― 30

【成果指標】 0 0 100%

0 0 100%

○ ― ○ 0

1,302,234 22,657 ― 【活動指標】 18 20 111%

1,494,390 31,472 ― 17 17 100%

1,762,415 27,057 ― 17

【成果指標】 0 0 100%

0 0 100%

○ ― ○ 0

2,955,403 80,554 ― 【活動指標】 58 62 106%

2,930,055 13,464 ― 68 68 100%

4,310,117 29,746 ― 68

【成果指標】 0 0 100%

0 0 100%

○ ― ○ 0

107,031 1,484 ― 【活動指標】 0 0 100%

45,599 2,406 ― 0 0 100%

103,196 2,502 ― 0

【成果指標】 0 0 100%

0 0 100%

○ ― ○ 0

20,000 20,000 243 【活動指標】 6 6 100%

14,723 14,723 239 6 6 100%

19,350 18,000 281 7

【成果指標】 0 0 100%

0 0 100%

― ― ― 0

○

○

8

砂防施設維持修繕事業

7

情報基盤緊急整備（公
共）

土砂災害危険箇所

―

砂防課

― 対策事業施設による
影響範囲での死者数
（人）砂防課 土砂災害危険箇所

　自然災害から住民の生命・財産を守るために設置した土砂災
害防止施設について、安全確保のための維持修繕を行った。

　県庁と地方機関を結ぶ既存の防災行政無線を活用するととも
に、伝送の高速化及び冗長化を図った設備とした。また、気象庁
の土壌雨量指数と県の基準雨量を相互に伝達し、より迅速確実
な土砂災害警戒情報を配信できるシステムとした。

●事業の成果
・土砂災害警戒情報発表に必要な雨量データの
収集の高速化が完了し、観測局の数が多くデー
タ収集の遅延等により生じていた欠測を改善で
き、より迅速確実な土砂災害警戒情報を発信で
きるシステムとなった。
●事業群の目標達成への寄与
・迅速確実な土砂災害警戒情報の発表により住
民の避難に寄与した。

システムが停止した
回数（回）

砂防法第13条
地すべり等防止法第29条

水 害 に よ る 死 者 数
（人）土砂災害危険箇所

●事業の成果
・砂防施設が適正に機能することにより、大雨時
の土石流の防止等、地域住民の安全確保が図
られた。―

●事業の成果
・土石流危険箇所について、対策工事を実施す
ることにより、大雨時の土石流等、地域住民の
安全確保に努めた。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・国土強靭化計画に伴い、本事業の実施により、
保全人家戸数の拡大に寄与した。

対策工事箇所数（箇
所）

―

●事業の成果
・地すべり危険箇所について、対策工事を実施
することにより、大雨時の土石流等、地域住民の
安全確保に努めた。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・国土強靭化計画に伴い、本事業の実施により、
保全人家戸数の拡大に寄与した。

対策工事箇所数（箇
所）

●事業の成果
・急傾斜地崩壊危険箇所について、対策工事を
実施することにより、大雨時の土石流等、地域住
民の安全確保に努めた。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・国土強靭化計画に伴い、本事業の実施により、
保全人家戸数の拡大に寄与した。

対策工事箇所数（箇
所）

修繕事業箇所数（箇
所）

対策事業施設による
影響範囲での死者数
（人）砂防課 土砂災害危険箇所

急傾斜地の崩壊による災害の防止に
関する法律第12条・第21条― 対策事業施設による

影響範囲での死者数
（人）砂防課

急傾斜地崩壊対策事業
（公共） 　自然災害から住民の生命・財産を守るために、土石流危険箇

所について、対策事業を実施した。

　自然災害から住民の生命・財産を守るために、土石流危険箇
所について、対策事業を実施した。

地すべり対策事業（公
共）

地すべり等防止法第7条・第29条
― 対策事業施設による

影響範囲での死者数
（人）砂防課 土砂災害危険箇所

火山砂防事業（公共） 　自然災害から住民の生命・財産を守るために、土石流危険箇
所について、対策事業を実施した。

●事業の成果
・土石流危険箇所について、対策工事を実施す
ることにより、大雨時の土石流等、地域住民の
安全確保に努めた。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・国土強靭化計画に伴い、本事業の実施により、
保全人家戸数の拡大に寄与した。

対策工事箇所数（箇
所）

砂防法第5条・第13条
―

　自然災害から住民の生命・財産を守るために、土石流危険箇
所について、対策事業を実施した。

砂防法第5条・第13条

対策事業施設による
影響範囲での死者数
（人）砂防課 土砂災害危険箇所

3

通常砂防事業（公共）

取組
項目
ⅱ

6

○ 5

○ 4



4,000 4,000 203 【活動指標】 5 5 100%

10,779 10,779 199 5 5 100%

12,000 12,000 241 6

【成果指標】 0 0 100%

0 0 100%

― ― ― 0

33,206 33,206 405 【活動指標】 10 10 100%

30,376 30,376 558 14 14 100%

26,556 26,556 402 10

【成果指標】 0 0 100%

0 0 100%

― ― ― 0

6,890 6,890 568 【活動指標】 7 7 100%

3,300 3,300 399 5 5 100%

3,000 3,000 80 1

【成果指標】 0 0 100%

0 0 100%

― ― ― 0

3,000 3,000 162 【活動指標】 2 2 100%

6,385 6,385 319 4 4 100%

6,666 6,666 161 2

【成果指標】 0 0 100%

0 0 100%

― ― ― 0

6,333 6,333 243 【活動指標】 3 3 100%

5,500 5,500 717 9 9 100%

4,000 4,000 241 3

【成果指標】 0 0 100%

0 0 100%

― ― ― 0

1,006,265 8 15,093 【活動指標】 93 93 100%

1,302,998 98 12,595 79 79 100%

1,969,072 72 14,307 89

【成果指標】 0 0 100%

0 0 100%

― ― ― 0

14

砂防対策事業

11

砂防調査事業

対策事業施設による
影響範囲での死者数
（人）砂防課 土砂災害危険箇所

地すべり調査事業 　自然災害から住民の生命・財産を守るために、土石流危険箇
所について、対策事業化するための調査を実施した。

●事業の成果
・地すべり危険箇所について、事業化のための
調査を実施することにより、事業化に向けた準備
が整い、ひいては地域住民の安全確保が図られ
た。

地すべり調査箇所数
（箇所）

13

急傾斜地崩壊対策調査
事業 　自然災害から住民の生命・財産を守るために、土石流危険箇

所について、対策事業化するための調査を実施した。

●事業の成果
・急傾斜地崩壊危険箇所について、事業化のた
めの調査を実施することにより、事業化に向けた
準備が整い、ひいては地域住民の安全確保が
図られた。

急傾斜地調査箇所数
（箇所）

―
― 対策事業施設による

影響範囲での死者数
（人）砂防課 土砂災害危険箇所

砂防調査箇所数（箇
所）

急傾斜施設維持修繕事
業 　自然災害から住民の生命・財産を守るために設置した土砂災

害防止施設について、安全確保のための維持修繕を行った。

地すべり施設維持修繕
事業

―

砂防課 土砂災害危険箇所

土砂災害危険箇所

　自然災害から住民の生命・財産を守るために、土砂災害危険
箇所について、対策事業を実施した。

●事業の成果
・土砂災害等危険箇所について、対策工事を実
施することにより、大雨時の土石流等、地域住民
の安全確保が図られた。

対策工事箇所数（箇
所）

―
― 対策事業施設による

影響範囲での死者数
（人）

―
―

―
―

●事業の成果
・急傾斜施設が適正に機能することにより、大雨
時の急傾斜地崩壊防止等、地域住民の安全確
保が図られた。

対策事業施設による
影響範囲での死者数
（人）

　自然災害から住民の生命・財産を守るために設置した土砂災
害防止施設について、安全確保のための維持修繕を行った。

●事業の成果
・地すべり施設が適正に機能することにより、大
雨時の地すべり防止等、地域住民の安全確保
が図られた。

修繕事業箇所数（箇
所）

―
対策事業施設による
影響範囲での死者数
（人）

土砂災害危険箇所

　自然災害から住民の生命・財産を守るために、土石流危険箇
所について、対策事業化するための調査を実施した。

●事業の成果
・土石流危険箇所について、事業化のための調
査を実施することにより、事業化に向けた準備が
整い、ひいては地域住民の安全確保が図られ
た。

修繕事業箇所数（箇
所）

―
― 対策事業施設による

影響範囲での死者数
（人）砂防課 土砂災害危険箇所

12

10

9

砂防課

取組
項目
ⅱ

砂防課



462,069 68 3,489 【活動指標】 43 43 100%

503,632 32 4,145 52 52 100%

742,668 68 5,466 68

【成果指標】 0 0 100%

0 0 100%

― ― ― 0

【活動指標】

54,890 27,445 7,716 0

【成果指標】

○ ○ ― ―

ⅰ

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

ⅱ

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

8

砂防施設維持修繕事業

― ①
自然災害から住民の生命・財産を守るために設置した砂防施設について、安全確保
のため老朽化等に対し維持修繕を行う必要がある。

現状維持

―

砂防課

中
核
事
業

事務事業名

事業期間

所管課(室)名

2

宅地造成及び特定盛土
等規制法に基づく調査
費

宅地造成及び特定盛土等規制法第４
条(R5新規)R5-

土石流対策や地すべり対策、急傾斜地崩壊対策施設整備の推進

土石流対策や地すべり対策、急傾斜地崩壊対策施設整備の推進に関しては、これまで全市町に対して施設整備を進めてき
ていることから、地域住民の安全安心に寄与している。
一方で、要対策箇所に対する整備率が現在約２５％と低い状況であるため、効率よく進めるためには保全家屋が多い箇所
や、福祉施設のある箇所など優先度が高いところから事業に取り組んでいく必要がある。

防災・減災、国土強靭化のための5か年加速化対策を活用し、事業の推進を図る。
市町と連携し、地元との協力体制を整えて事業進捗に努める。

「宅地造成等規制法」の一部が改正 (宅地造成及び特定盛土
等規制法。)された。本業務は土砂災害から県民の生命及び財
産を保護するため、宅地造成等工事規制区域及び特定盛土等
規制区域 の候補区域の設定を行う。また、規制区域内の既存
盛土の安全性を把握するための調査を実施する。

―

長崎県全域（長崎市、佐世保市を除く）

16

盛土対策室

見直し区分

令和６年度事業の実施に向けた方向性
令和５年度事業の実施にあたり見直した内容

―

ハザードマップ作成支援
システム事業

―

４．令和５年度見直し内容及び令和６年度実施に向けた方向性
事
業
番
号

取
組
項
目

３．実績の検証及び解決すべき課題と解決に向けた方向性
土砂災害警戒区域等指定や避難対策の推進

砂防課

⑤

県内全域で土砂災害警戒区域の指定を進めており、指定後、市町が速やかに土砂
災害ハザードマップを作成できるようシステムを構築し、市町を支援してきている。

今後も引き続き、市町の支援を行うとともにハザードマップの作成が遅れている市町
へ直接出向き、利用方法の説明や指導を行うことで、ハザードマップ作成をさらに推
進していく。

改善

宅地造成等工事規制
区域及び特定盛土等
規制区域内での盛土
崩落に伴う災害によ
る死者数（人）

事業構築
の視点

●事業の成果
・公共事業の採択要件に満たない急傾斜地崩壊
危険箇所について、県費補助による対策工事を
実施することにより、急傾斜地崩壊防止等、地域
住民の安全確保が図られた。

対策工事箇所数（箇
所）

対策事業施設による
影響範囲での死者数
（人）

大雨時に住民が自ら防災情報を入手し、早めの避難行動を行えるよう土砂災害に関する意識
向上を図るため、現在実施している土砂災害に関する県政出前講座を広くPRするなどし、説
明機会を増やしていく。

砂防課 土砂災害危険箇所

土砂災害警戒区域の指定を県内全域で進めるとともに、土砂災害からの円滑な避難に重要な情報となるハザードマップの作
成について、平成27年度より支援システムの構築を行い各市町を支援している。
土砂災害警戒区域内での死者数０を達成するためには、早めの避難が重要であることから、積極的な調査・指定の促進と住
民の意識向上を行っていく必要がある。

宅地造成等工事規制
区域及び特定盛土等
規制区域の設定（％）

　自然災害から住民の生命・財産を守るために、土砂災害危険
箇所について、対策事業を実施した。

長崎県土木部関係補助金等交付要
綱―

見直しの方向
※令和５年度の新たな取組は「R５新規」等と、見直しがない場合は「―」と記載
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急傾斜地崩壊対策事業
補助

取組
項目
ⅱ

取組
項目
ⅱ

取組
項目
ⅰ



―

砂防課

9

地すべり施設維持修繕
事業

―

―

砂防課

11

砂防調査事業

― ①
自然災害から住民の生命・財産を守るために、土石流危険箇所について対策事業化
するための調査を実施し、随時、準備を整える必要がある。

現状維持

―

砂防課

急傾斜地崩壊対策事業
補助

地すべり調査事業

― ①
自然災害から住民の生命・財産を守るために、地すべり危険箇所について対策事業
化するための調査を実施し、随時、準備を整える必要がある。

現状維持

―

砂防課

急傾斜地崩壊対策調査
事業

― ①
自然災害から住民の生命・財産を守るために、急傾斜地崩壊危険箇所について対策
事業化するための調査を実施し、随時、準備を整える必要がある。

現状維持

―

砂防課

①

土砂災害警戒区域内での死者数０を達成するため、自然災害から住民の生命・財産
を守るために、土砂災害危険箇所について対策事業を実施することで、大雨時の土
石流等、地域住民の安全確保が必要であり、用地等の整理が出来た箇所から対応す
る。

現状維持

―

砂防課

― ⑤

―

現状維持

― ①
自然災害から住民の生命・財産を守るために設置した急傾斜地崩壊防止施設につい
て、安全確保のため老朽化等に対し維持修繕を行う必要がある。

①
自然災害から住民の生命・財産を守るために設置した地すべり防止施設について、
安全確保のため老朽化等に対し維持修繕を行う必要がある。

現状維持

現状維持

土砂災害警戒区域内での死者数０を達成するため、自然災害から住民の生命・財産
を守るために、土砂災害危険箇所について、公共事業の採択基準に合わないものの
対策事業を実施することで、大雨時の土石流等、地域住民の安全確保が必要であ
り、用地等の整理が出来た箇所から対応する。
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10

急傾斜施設維持修繕事
業

12

13

14

砂防対策事業

取組
項目
ⅱ

―

砂防課



注：「２．令和４年度取組実績」に記載している事業のうち、令和４年度終了事業、100%国庫事業など
で県の裁量の余地がない事業、公共事業評価対象事業、研究事業評価対象事業、指定管理者制
度導入施設評価対象事業については、記載対象外としています。

【事業構築の視点】

①　視点①　事業群としての成果目標に対し、特に効果が高い事業の見極め、 事業の選択と集中ができているか。
②　視点②　指標の進捗状況に応じて、その要因分析及びさらに高い効果を出すための工夫、目標に近づけるための
　　工夫を検討・実施できているか。
③　視点③　人員・予算を最大限効果的に活用するための事務・事業の廃止・見直しができているか。
④　視点④　政策間連携により事業効果が高められないか。事業群としてリーダーの明確化、関係課の役割分担・
　　協力関係の整理ができているか。
⑤　視点⑤　県と市町の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑥　視点⑥　県と民間の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑦　視点⑦　戦略的に関係者の行動を引き出せているか。
⑧　視点⑧　国制度等の最大限の活用が図られているか。国へ政策提案（制度改正要望）する必要はないか。
⑨　視点⑨　経済情勢等、環境の変化に対応した効果的・適切な見直しとなっているか。
⑩　その他の視点


